
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ 計画の推進体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

【計画の推進体制】 

１ 進行管理                               

・ 本計画の保健福祉サービス等の見込量及び目標量は、原則として市町村の老人福祉計画・介護保

険事業計画の数値を積み上げて設定しているものであり、計画の推進にあたっては、市町村の積

極的な取組を促進するとともに、県としても市町村の取組を支援します。 
 
・ また、計画の進行管理については、毎年度、医療・保健・福祉サービス関係者、学識経験者、住

民代表、保険者代表行政関係者等で構成される「大分県高齢者福祉施策推進協議会」において、進

捗状況の点検等を行います。 
 
・ なお、本計画期間の最終年度である令和８年度に見直しを行う予定ですが、達成状況等を検証し

たうえで、次期計画の策定にあたることとします。 
 

２ 推進体制                          

本計画を推進するためには、国・県・市町村のほか、地域住民、保健・医療・福祉関係者、民間企

業・団体等が役割を分担しながら、連携して取組を進めていくことが重要です。 
 
（県） 
 ・ 県は、広域的な観点から、各高齢者福祉圏域のサービス水準等を踏まえ、県高齢者福祉施策推

進協議会等の助言を得ながら、各市町村の方針を尊重しつつ、高齢者福祉計画・介護保険事業計

画の推進を支援します。 
 
 ・ 市町村が単独で行うことが困難な広域的又は専門的な施策を推進するとともに、必要な支援及

び助言を行います。 
 
 ・ 介護保険法をはじめとする各種高齢者関係法令等が厳守されるよう、市町村や事業者等に対し

て、指導・助言を行います。 
 
 ・ 本計画で取り組むこととしている高齢者に対する医療・保健・福祉施策を効果的・効率的に実

施するため、それぞれの施策を担当する所属間の連携を十分図るとともに、高齢者の就業促進や

高齢者に配慮した公共施設や住宅の整備、消費者被害の防止など、医療・保健・福祉以外の施策を

担当する部門との連携を強化し、総合的な高齢者施策を推進します。 
 
 ・ 医療・保健・福祉サービスの担い手である社会福祉法人や医療法人、ＮＰＯ法人などが事業を

円滑に進められる環境整備に努めるとともに、医師会や薬剤師会、社会福祉協議会などの関係機

関・団体と連携して、地域全体で高齢者の生活を支える体制の整備を推進します。 
 
 ・ 保健所の持つ企画調整や地域診断の機能等を活用し、多職種の連携促進や生活支援のマネジメ

ント機能の強化に向けて市町村を支援します。 
 

137



 

（市町村）     
 ・ 市町村は、住民に直接関わる基礎自治体として、高齢者福祉及び地域包括ケアシステム推進の

中核的役割を担うとともに、保険者として、介護保険を運営します。 
 
 ・ 高齢者福祉を主体的に推し進めていくため、介護保険の理念やサービス等の周知とともに、地

域密着型サービス事業者等の指導監督、地域包括支援センターを核とした高齢者からの相談対応

や高齢者虐待防止に取り組んでいく必要があります。 
 
 ・ また、地域ケア会議等を通じて、自立支援型のケアマネジメントやサービス提供を推進すると

ともに、新たに明らかになった地域課題の解決も求められます。 
 
 ・ 介護予防・日常生活総合支援事業などを行うにあたっては、地域の多様なニーズに応えられる

よう、既存事業者や市町村社会福祉協議会のほか、ＮＰＯ法人やボランティア団体等との連携強

化に加え、生活支援サービス等の担い手となる高齢者の養成・確保などにも取り組む必要があり

ます。 
 
 
（関係機関等） 

・ 高齢者福祉・介護サービスの提供者・協力者として、行政と連携して、良質なサービスの提供

に向けて取り組むことが求められます。 
 
 ・ 高齢者の総合的な相談窓口として、大分県社会福祉介護研修センターに「大分県高齢者総合相

談センター（シルバー１１０番）」を、また、市町村に「地域包括支援センター」を設置していま

す。 
 
 ・ 利用者の苦情に総合的に対応するため、介護保険法に基づく国民健康保険団体連合会や県の介

護保険審査会による苦情解決の仕組みを適切に機能させます。また、介護保険サービス事業者に

おいて、苦情解決責任者、苦情受付担当者、中立公正の立場から解決を図る第三者委員を設置さ

せるとともに、保険者である市町村と県や関係団体等との緊密な連携を図ります。 
 
 ・ 老人クラブやボランティア団体など住民主体の自主的グループが、生活支援サービス等の担い

手として期待されることから、これらのグループの育成・活性化に積極的に取り組みます。 
 
 ・ 県民への介護に関する知識・技術の普及を図るため、大分県社会福祉介護研修センター（介護

実習・普及センター等）等において、介護入門教室や基礎教室、家庭介護者介護教室などの研修を

実施します。 
 
 ・ 認知症施策として、「認知症疾患医療センター」の機能強化などにより、認知症高齢者や家族

の方に対する支援を充実させるとともに、認知症の早期発見・早期対応ができるよう取組を進め

ていきます。 
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